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野菜研究官　菅野紹雄

野菜の輸入増加に対応した
今後の研究推進方向

我が国における野菜を取り巻く情勢は、生産

農家の高齢化、後継者不足等による生産基盤の

脆弱化に加えて、近年の低価格野菜の輸入急増

が国内生産農家に大きな打撃を与える等、極め

て厳しい状況にある。野菜の輸入急増に対抗し、

国内野菜生産の維持・発展を図るために行おう

とされている行政施策と研究推進方向を以下に

述べる。

国内野菜生産の構造改革と試験研究課題

農林水産省は、国内野菜産地の体質強化をは

じめ、流通・消費を含めた国内体制の構造改革

のため、戦略モデル（低コスト化タイプ、契約

取引推進タイプ、高付加価値化タイプ）を提示

するとともに、特性や状況を踏まえた明確な目

標を有する具体的計画によって構造改革を行お

うとする産地に対して、集中的に施策を講じよ

うとしている。

野菜茶業研究所は、野菜の輸入増加に対応し

た今後の重点化研究推進方向を、生産・流通段

階における、従来以上の低コスト化を可能とす

る技術の開発並びに多様な消費者ニーズを的確

に反映した安全安心を含む高付加価値化技術の

開発とした。そして､｢低コスト化技術」は主に

経営規模の拡大が可能でスケールメリットの発

揮が期待される地域・経営体において､｢高付加

価値化技術」は主に耕地が狭く経営規模の拡大

が困難な中山間等の地域・経営体において必要

なものと位置づけ、これらの技術は環境保全型

であることを不可欠とした。なお安全安心は輸入野

菜急増への対抗措置として戦略的な意味も有する。

低コスト化技術の開発

キャベツ等の葉根菜類では、省力・機械化に

よる規模拡大のため、機械収穫に適する品種、機

械化体系をより効率化させる種子選別や生育斉

一性向上技術の開発、施設栽培が主体の果菜類

では、煩雑な整枝・収獲等作業の省力・軽作業

化を達成するため、短側枝メロン等の省力適性

品種とその栽培技術の開発を重点的に行う。

高付加価値化技術の開発

品質向上が著しい輸入野菜に対抗しつつ、多

様な消費者ニ－ズに応えるため、栄養・機能性

成分に富んだ高品質品種の育成、地域に密着し

た伝統野菜等、個性化野菜の安定生産技術の開

発、また、堆肥などの有機質資材利用による高

品質野菜の栽培技術の開発を重点的に行う。更

に、減農薬、減化学肥料等による環境負荷低減

と生産物の安全性確保に係る技術開発、表示に

対する消費者の信頼性を高めるため、品種・原

産地判別の技術開発を行う。

これら、野菜の輸入増加に対応した重点化研

究課題については、野菜茶業研究所は公立等の

他研究機関と連携しながら、農林水産省委託プ

ロジェクト「国産野菜の持続的生産技術の開発」

や他のプロジェクト、交付金による研究等によ

って推進することとしている。
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特 集 野菜の輸入増加に対応した
研究開発・行政施策

研究開発：プロジェクト研究「国産野菜
の持続的生産技術の開発」（「野菜プロ」）

1．趣　　旨

生鮮野菜の輸入急増に対抗し国産野菜を持続的に生

産していくために、省力・軽作業化に適した品種や消

費者の多様なニーズに対応した栄養・機能性成分に富

んだ高品質な個性化野菜の育成及びこれらについての

栽培技術の開発、さらには、野菜の品質や栽培履歴を

判別するための分析法の開発を行う。

2．研究内容

（1）省力・軽作業化適性品種の開発と栽培技術の開発

セル育苗や移植に適した初期生育が旺盛で根張り

がよいネギ、整枝・誘引作業を殆ど行う必要がない

ブッシュタイプ（つるが伸びにくい草型）カボチャ

等の省力・軽作業化に適した品種の育成と栽培技術

を開発する。

（2）多様な消費者ニーズに対応した個性化野菜の育成

と栽培技術の開発

抗酸化成分であるリコピンを高含有するトマト

や抗潰瘍成分であるビタミンＵを高含有するキャ

ベツ等の栄養・機能性成分が豊富な品種の育成と

栽培技術の開発等を行う。

（3）野菜の品質や栽培履歴を判別するための分析法の

開発

栄養・機能性成分の含量や農薬使用の有無等品

質や栽培履歴を判別するための分析法を開発する。

3．研究実施期間　平成14年度～16年度

4．研究実施機関

農業技術研究機構、都道府県、大学、民間等

行政施策：輸入野菜に対抗する野菜
産地の構造改革に向けて
昨年度から着手している「野菜の構造改革対策」は、

輸入野菜に対抗していくため、価格、供給方法、品質

といった点における国産野菜の魅力を高めることによ

り、消費者・実需者に国産野菜を選好していただくも

のであります。

国内の野菜産地は、それぞれの特性や状況を踏まえ、

産地自らが明確な戦略・具体的な数値目標を掲げて産

地が変革するための計画（産地改革計画）を策定し、真

に生産・流通の両面で思い切ったコストダウン等の構

造改革を行うことが不可欠であることから、農林水産

省は、その実現に向けて積極的に取り組む産地に対して

施策を集中し重点的な支援を行うこととしております。

具体的には、生産段階では露地野菜の場合、高性能

収穫機を含めた機械化一貫体系を確立し規模拡大を図

ることによる生産コストの低減、施設野菜については

災害に強い低コスト耐候性ハウスの導入を、また、流

通段階では、規格の簡素化、流通コストの大幅な削減

に寄与する通い容器の一貫利用等を推進すること等に

より、流通の合理化・効率化を推進することが重要で

あります。

今後とも、関係機関と連携を図りながら、国内野菜

産地の構造改革を積極的に推進していきたいと考えて

おります。

（農水省生産局野菜課）

事　　　項
13年度 14年度
予算額 予算額

輸入急増農産物対応
特別対策事業（野菜） 0 8,000

野菜構造改革促進特別対策 0 4,600

生産振興総合対策事業（野菜） 3,151 3,687

価格安定対策 4,749 13,544

技術開発等 1,129 1,290

合　　　計 9,029 31,121

（単位:百万円）

（参考）野菜の構造改革対策予算の概要
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「国産野菜の持続的生産技術の開発」（「野菜プロ」）
研究課題と研究推進体制

農林水産技術会議事務局　研究開発企画官・研究調査官・地域研究課�

主　　査�

野菜茶業研究所長�

研究推進事務局�

省力・機械化チーム�

チームリーダー�
葉根菜研究部長�

第1サブチーム�
15研究単位�

第2サブチーム�
13研究単位�

第1サブチーム�
13研究単位�

第2サブチーム�

第3サブチーム�

11研究単位�

11研究単位�

第1サブチーム�
4研究単位�

第2サブチーム�
5研究単位�

個性化野菜チーム�

チームリーダー�
野菜研究官�

品質・履歴チーム�

チームリーダー�
機能解析部長�

評価委員�

独立行政法人農業技術研究機構�

チームリーダー会議�

独法　農研機構 35�
　　　農環研 1�
　　　食総研 2�
　　　森林総研 2�
公立研究機関 21�
大学  4�
民間（含、法人） 7

研究推進委員会�
   （農研機構の内訳）�
　　　野菜茶研 18�
　　　中央農研 3�
　　　北農研 5�
　　　東北農研 3�
　　　中四農研 3�
　　　九沖農研 3

  園芸研究担当理事�
   主　査�
   チームリーダー�
   サブリーダー�
   研究推進事務局�
   研究企画科長�
   研究交流科長�

参画研究単位の内訳（合計72単位）�

■研究課題

ア．在来ナス科野菜の生産安定に資する台木・品種及び栽培

技術の開発

イ．在来アブラナ科野菜の生産安定に資する耐病性品種及び

栽培技術の開発

ウ．地域特産ネギ属野菜の生育制御に基づく新作型の開発

③有機性資源利用による野菜の品質向上のための機構の解明と

栽培技術の開発

ア．有機質資材の連用試験区及び現地の土壌特性の解明

イ．有機質資材の連用による野菜への影響解明と高品質化技

術の開発

ウ．有機質資材による土壌及び植物体への影響機構の解明と

病害抑止等を目指した技術の開発

（３）野菜の品質や栽培履歴を判別するための分析
法の開発

①品質に関する成分の高感度分析法の開発

②作物栽培履歴を判別するための分析法の開発

（１）省力・機械化適性品種の育成と栽培技術の開発
①省力化を可能とする品種の育成と栽培技術の開発

ア．短節間トマト等の育成と省力栽培技術の開発

イ．ブッシュタイプカボチャの育成と省力栽培技術の開発

ウ．短葉性ネギの育成と省力栽培技術の開発

エ．短側枝性メロンの育成と省力栽培技術の開発

②機械化に対応した品種の育成と栽培技術の開発

ア．機械移植に適した品種の選定・育成及び育苗技術の開発

イ．機械収穫に適した品種の選定・育成

ウ．生育斉一化技術の開発

（２）多様な消費者ニーズに対応した個性化野菜の
育成と栽培技術の開発

①栄養・機能性成分に富んだ高品質品種の育成と栽培技術の開発

ア．栄養・機能性成分に富んだ高品質品種の育成

イ．栄養・機能性成分向上のための生産技術の開発

②食生活を豊かにする伝統野菜等在来作物の育成と栽培技術の開発

■研究推進体制



野菜茶業研究所ニュース　第４号　2002 5

「国産野菜の持続的生産技術の開発」
（「野菜プロ」）推進会議の概要

標記プロジェクトの主査場所として、野菜茶業研

究所は平成14年2月13日、14日の2日間にわたり、研

究計画検討のための推進会議を杉山、矢澤、木村、

泉の各評価委員の先生方の出席のもと、本所（安濃）

において開催した。

まず13日9時30分からの全体会議では、生駒研究

調査官、尾島地域研究課係長、農研機構中村園芸研

究担当理事の挨拶のあと、主査の野菜茶業研究所長

から研究推進体制について説明があった。本プロジ

ェクトは3つの大課題による72の研究室別課題から

構成される大きなプロジェクトである｡ 本プロジェ

クトの推進には野菜研究関係者のネットワークを幅

広く活用した連携・協力の強化・充実が不可欠であ

り、その思いが「野菜プロ」という略称には込めら

れている。

その後10時30分から翌14日10時45分まで、3分科

会に分かれ、個々の課題の研究実施計画や課題間の

連携協力態勢などについて、熱心な討議が行われた。

第1分科会（写真１）では、省力・機械化チームが

門馬チームリーダーの司会により育種研究と栽培研

究の目標及び両者の連携のあり方等について活発な

意見交換を行った。第2分科会（写真２）では、個

性化野菜チームの第1、第2サブチームが菅野チーム

リーダーの司会により、開発しようとする品種・技

術の特徴と地域における発展方向等について議論さ

れた。また、第3分科会（写真３）では個性化野菜

チーム第3サブチームおよび品質・履歴チームが、そ

れぞれ木村サブリーダーおよび山下チームリーダー

の司会により研究手法、内容と具体的技術との関係

等について有意義な議論が交わされた。

14日11時から12時10分まで、再び全体会議に集結

し、佐々木研究開発企画官の挨拶のあと、門馬、菅

野、山下各チームリーダーならびに木村サブリーダ

ーが分科会報告を行った。次に、各評価委員から講

評をいただいた。最後に中村理事の激励の言葉をも

って閉会となった。

（研究推進事務局・ユリ科育種研究室長）

写真１：第1分科会、
左から2番目が門馬チームリーダー

写真２：第2分科会、試験設計の発表

写真３：第3分科会、
左端が山下チームリーダー
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研　究　情　報

スイカ果実汚斑細菌病菌の防除を
目的とした種子消毒法

研究のねらい

スイカ果実汚斑細菌病は、1989～1995年にかけて

アメリカで甚大な被害をもたらした重要な病害です。

本病は種子で伝染することから、健全な種子を生産

することは本病を防ぐ上で最も重要です。そこで、

本病の防除を目的とした種子消毒法を開発しました。

研究の成果

①30分間以上の0.5～1.0Mの酢酸またはリンゴ酸の

水溶液への浸漬処理の種子消毒効果は高い。この

消毒効果には、酸性の強度による効果以外の要因

が働いていることが考えられます。

②40℃で24時間の予備乾燥した後の80℃で7日間以

上、85℃で5日間以上の乾熱処理の効果はそれぞ

れ高く、また、乾熱処理による大きな発芽障害は

認められません。

③30分間以上の0.5～1.0Mの酢酸水溶液での処理の

後に、80℃で7日間以上または85℃で5日間以上の

利用上の留意点

①種苗会社によって使用する種子乾熱設備や乾熱処

理時の種子の包装形態が異なります。このため、

予備乾燥の条件も含めて必要に応じて各会社に適

合した処理時間に修正することが重要です。

②湿度が高い時期に乾熱処理を行うと種子の含水率

が高くなって発芽障害が発生することがあります。

そのため、乾熱処理は、相対湿度が低くなる晩秋

～冬のような季節に行います。

酢酸処理（0.5～1.0Mで30分以上）�

乾熱処理�
（80°Cで7日または85°Cで5日間以上）�

健全な種子�

予備乾燥（40°C、24時間以上）�

流水による洗浄�

乾燥（36°C、通風）�

図１　酢酸溶液処理と乾熱処理の組み合わせ処理による

スイカ種子の消毒法

表１　酢酸溶液処理と乾熱処理の組み合わせ処理に

よる種子消毒効果

処理

溶液処理 乾熱処理 発芽勢 発芽率 発病率

80C°5日 64 68 0.0

0.5M 酢酸 80C°7日 94 95 0.0

30分 85C°5日 97 92 0.0
85C°7日 65 97 0.0
無 98 98 3.1

80C°5日 99 99 8.1

2％塩酸 80C°7日 92 92 0.0

30分 85C°5日 84 84 0.0
85C°7日 72 74 0.0
無 90 90 3.2

80C°5日 90 92 6.5

無 80C°7日 70 88 2.3
85C°5日 94 94 0.0
85C°7日 84 84 0.0

無処理 96 98 100.0

乾熱処理を行うことで極めて高い消毒効果が得ら

れ、消毒済みの種子を播種した場合に本病の発病

を認めません。種子の内部に病原細菌が存在する

可能性があります。そのため、種皮内部に存在す

る細菌を目的として、酢酸処理後に必ず乾熱処理

を行います。この組み合わせ処理後の種子に大き

な発芽障害は認められません。

表中の数値は％で示した。

（葉根菜研究部・白川　隆）

｛
｛
｛
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研　究　情　報

アブラナ科植物から見つかった
コナガ摂食阻害物質

研究のねらい

難防除害虫コナガ（図1）は、多くのアブラナ科

作物を加害するが、ヨーロッパ原産のアブラナ科帰

化植物ハルザキヤマガラシ（図2）を例外的に加害

しません。ハルザキヤマガラシの耐虫性を利用した

新しいコナガ防除法を開発するために、その耐虫性

機構を明らかにしました。

②ハルザキサポニンをキャベツ葉片に塗ると、ハル

ザキヤマガラシ生葉に含まれるのとほぼ同じ濃度

で、コナガ幼虫の摂食は強く抑制されます（図4）。

したがって、本物質がコナガ抵抗性の主要因と考

えられます。

今後の発展方向

①ハルザキサポニンの活性発現に必要な化学構造を

明らかにし、コナガ摂食阻害剤の開発につなげます。

②ハルザキサポニンを付与したコナガ抵抗性アブラ

ナ科野菜開発のために、その生合成酵素遺伝子を

明らかにします。

研究の成果

①ハルザキヤマガラシ葉抽出物から、コナガ摂食阻

害活性成分を単離し、その構造を決定しました。

本物質はヘデラゲニンの3位にセロビオ一スが結

合したサポニンです（図3、以下ハルザキサポニ

ンと称す）。アブラナ科植物からコナガ摂食阻害

物質が見つかったのは本例が初めてです。ハルザ

キサポニンはハルザキ新鮮葉1g当たり、約1mg含

まれています。

図１　キャベツを加害するコナガ終齢幼虫
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図４　ハルザキヤマガラシのコナガ3齢幼虫

に対する摂食阻害効果

図３　ハルザキヤマガラシに含まれるコナガ

摂食阻害物質の化学構造

キャベツ葉片1g当たり塗布量（mg）

図２　ハルザキヤマガラシ （葉根菜研究部・篠田徹郎）
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研　究　情　報

近紫外線除去ビニルフイルム下での
寄生蜂によるコナジラミ類の防除

図2 オンシツコナジラミ成虫（休長約1mm）

図3 近紫外線除去ビニルフイルム下でのオンシ

ツツヤコバチの効果

UVA：近紫外線除去ビニルフイルム、CA：

一般農業用ビニルフイルム

図1 オンシツツヤコバチ成虫（休長約0.6mm）
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（果菜研究部・河合　章）

研究のねらい

近紫外線除去ビニルフイルムで被覆した施設では

各種害虫や菌核病等の発生が少ない。また、コナジ

ラミ類に対する寄生蜂の防除効果は優れ、これらは

病害虫の総合管理の重要な素材です。一方、近紫外

線除去ビニルフイルム下ではミツバチが飛翔しない

など、近紫外線除去は昆虫の行動に影響します。そ

こで、近紫外線除去ビニルフイルム下での寄生蜂の

行動を調ベ、効率的な使用法を解明します。

研究の成果

①近紫外線除去ビニルフイルム下ではオンシツツヤ

コバチ（図l）、サバクツヤコバチの分散行動は抑

制され、放飼株付近に残る傾向が強い。

②オンシツコナジラミ（図2）に対してオンシツツ

ヤコバチを、シルバーリーフコナジラミに対して

サバクツヤコバチを放飼すると、近紫外線除去ビ

ニルフイルム下でも一般農業用ビニルフイルム下

と同様に寄生率は上昇します。コナジラミ類の成

虫密度、幼虫密度も両ビニルフイルム間で差はな

く、被害の出ない水準で推移します（図3）。

③近紫外線除去ビニルフイルム下でもこれらの寄生

蜂の利用は可能です。

成果の活用面・留意点

他の病害虫の防除には適切な防除手段を併用しま

す。

近紫外線除去ビニルフイルムとこれらの天敵との

併用は、トマトにおけるIPM体系において有効であ

り、他の病害虫管理を含めた管理体系の策定が望ま

れます。

成虫（UVA）
成虫（CA）
幼虫（UVA）
幼虫（CA）



野菜茶業研究所ニュース　第４号　2002 9

研究交流宿泊施設「研心館」の竣工
野菜茶業研究所（安濃）における養成研修制度の廃止に伴い、これまで、養成研修生の学生寮として使用してき
ました宿泊施設「研心寮」は、この度、大掛かりな内装工事を終え、名称を研究交流宿泊施設「研心館」に改め、
野菜茶業研究所（安濃）における研究交流の拠点施設の一つとして、新たな第一歩を踏み出すことになりました
（写真）。
「研心館」は次のような主要な室・設備等を備え、各種の研究交流に対応できるように

なっています。①バス・トイレ、キッチン、ベッド、クロゼット、机等を備え、長期滞在の可能な『個
室』12室、②小規模な人数による情報交換の場を提供するとともに、宿泊の可能な和室タイ
プの『交流室』２室、③大型キッチン等を備え新品種や新野菜等の試食会などの設営が可能
で、また、比較的大規模な人数による情報交換の場を提供する『談話室』１室です。
共同研究、依頼研究員・講習制度等による訪問、滞在型の研究や研究者間での情報交
換などに、「研心館」を活用していただき、都道府県、大学、民間、独法等と野菜茶業
研究所との研究交流が盛んになり、野菜研究の活性化につながることを期待しています。
なお、「研心館」の利用に関する問い合わせは、研究交流科（TEL:059-268-4627 FAX:059-
268-3213E-mail:yacha-koryu@ml.affrc.go.jp）までお願いします。

（企画調整部・研究交流科）

研究会のお知らせ

平成14年度野菜・茶業課題別研究会の開催計画平成14年度野菜・茶業課題別研究会の開催計画

課題別研究会 とき ところ

（企画調整部・研究交流科）

除幕式、中村理事（右）と
藤田総務部長（左）

所の動き

●生分解性資材の開発・利用の現状と展望（日本施設園芸協会との共催研究会）
（問い合わせ先：果菜研究部・上席研究官　TEL 0569-72-1493）

生分解性（自然に分解していく）資材の開発がかなり進み、利用が可能に
なりつつある。そこで、経済性等も含め、企業開発部門なども交えて、そ
の利用技術の開発方向を展望する。

●茶と健康の科学（野菜茶業研究所研究成果発表会）
（問い合わせ先：機能解析部茶品質化学研究室　TEL0547-45-4982）

今までに、幾つかの茶葉成分は生体調節機能を持つことが、科学的に明
らかにされてきた。健康を重視する現代の視点で茶成分とその機能性を説
明・解説し、茶の消費拡大を促す。

●野菜における侵入病害虫の多発生と防除対策及び研究推進上の問題点
（問い合わせ先：果菜研究部虫害研究室　TEL059-268-4644）

近年、国内の野菜生産現場で、海外から侵入したと考えられる病原菌や害
虫被害の発生が増えている。農業のグローバル化に対応した植物防疫上の留
意点及び侵入病害や虫害に対する今後の研究・技術開発方向を検討する。

●茶園における窒素の環境負荷低減に関する研究の現状と展開方向
（問い合わせ先：茶業研究部土壌肥料研究室　TEL0547-45-4924）

水や大気など環境保全の重要性が指摘され、茶でも多窒素・多肥栽培か
ら脱皮して、環境と調和しながらしかも良質な茶を生産する具体的肥培体
系の確立に向けて、討議する。

●新しい施設構造に応じた環境制御および栽培管理技術の現状と問題点
（問い合わせ先：果菜研究部栽培システム研究室　TEL0569-72-1490）

高軒高式や、屋根開放式など、従来とは異なる方式の施設が普及し始め
ている。そこで、このような施設における環境計測・制御と栽培管理関連
技術について検討する。

●レタスの育種と生産流通における諸問題(日本種苗協会との共催研究会)
（問い合わせ先：葉根菜研究部キク科育種研究室　TEL059-268-4650）

レタスに的をしぼり、育種から流通・消費までの問題点を洗い出す。特
に、現在、生産現場で問題となっている病害対策について、抵抗性品種育
成に関する研究の現状と今後の課題等を討議する。

平成14年9月26日（木）
～27日（金）

つくば市
（つくば農林ホール）

名古屋市
（ウイル愛知）

つくば市
（つくば農林ホール）

金谷町
（お茶の郷）

武豊町
（武豊町立中央公民館）

津市
（三重県総合文化センター）

平成14年9月27日（金）

平成14年10月16日（水）
～17日（木）

平成14年11月14日（木）

平成14年11月14日（木）
～15日（金）

平成14年11月25日（月）
～26日（火）
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農業技術研修生（野菜、茶業研修）修了式

つくば農林研究団地一般公開

平成13年度農業技術研修生（茶業研修） 修了式が平成14年

３月12日、研修修了生、修了生の父母並びに多数の職員が出席

して、野菜茶業研究所 金谷茶業研究拠点において行われた。

修了生には野菜茶業研究所より、２ヶ年にわたる所定の課程

を修了 したことを証する修了証書が一人ひとりに授与された

（写真）。

本年度の修了者は全部で18人で、進路状況は就職１人、研

修就職10人、自営７人である。

なお、２年生向けの平成14年度研修は４月４日からすでに始

まっており、１年生は４月８日の入所式以降学科と実習に取り

組んでいる。 （企画調整部・養成研修課）

農業技術研修（野菜研修）の修了式

は、平成14年３月20日、本所内におい

て、研修修了生、修了生の父兄並びに多

数の職員が出席して行われた（写真）。

本年度の修了生は３名で、出身地は宮崎

県、和歌山県と静岡県。修了後の進路

は、２名が自宅で就農する道を選んだ。

本研修は、諸々の都合により、本年度

の修了生を以て幕を閉じることになった

が、昭和53年に、最初の研修生を迎えて

から24年間に、267名の修了生を世に送り出した。なお、これまでの修了生との連絡等の業務は、企画調整部

研究交流科が引き継ぐことになった。 （企画調整部・研究交流科）

平成14年度科学技術週間に伴うつくば農林研究団

地の一般公開に際し、野菜茶業研究所も農林研究機

関の一員として、4月14日（水）初めて参加した。

リサーチギャラリー内に設けられたお茶の試飲コ

ーナーには、当所で開発した各種のお茶を出品、見

学者に味わっていただいた（写真下）。

また、別のコーナーではキャベツのセル成型育苗技

術に関する研究成果を展示し、苗をプレゼントした

（写真上）。

何れも見学者には大変好評であった。ちなみに当

日の見学者は1,786人であった。

（つくば駐在・野菜研究官）
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